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GMO インターネット株式会社 
 

 

当社は、2015 年 12 月期定時株主総会の開催にあたり提供すべき書類のうち、「連結計算書

類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び定款第 23 条の

規定に基づき、平成 28 年３月１日（火）から当社ホームページに掲載することにより株主

の皆様に提供しております。 
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連結注記表 
 

【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等】 

１．連結の範囲に関する事項 

(１) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

   連結子会社の数 86社（うち５組合） 

主要な連結子会社の名称 

    ＧＭＯアドパートナーズ㈱ 

    ＧＭＯクラウド㈱ 

    ＧＭＯペイメントゲートウェイ㈱ 

    ＧＭＯペパボ㈱ 

    ＧＭＯクリックホールディングス㈱ 

    ＧＭＯ ＴＥＣＨ㈱ 

    ＧＭＯリサーチ㈱ 

    ＧＭＯメディア㈱ 

 

なお、OCアイランド株式会社（現ＧＭＯペパボオーシー株式会社）他７社は株式を取得したことにより、GMO-Z.c

om Philippines,Inc.他２社は設立したことにより、GMO GLOBALSIGN Certificate Services Private Ltd.（イン

ド）他８社は重要性が増したことにより、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。 

また、ＧＭＯクリックインベストメント株式会社他１社は保有株式を売却したことにより、GMO CLOUD Pte,Ltd.他３

社は他の連結子会社に吸収合併されたことにより、株式会社アンバイ他５社は清算結了したことにより、連結の範囲か

ら除外しております。 

 

(２) 主要な非連結子会社の名称 

パテントインキュベーションキャピタル㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

 非連結子会社20社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余

金(持分に見合う額)等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

（１）持分法を適用した関連会社数 ３社 

主要な持分法適用関連会社の名称 

     ＧＭＯフィナンシャルゲート㈱ 

 

（２）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 

   パテントインキュベーションキャピタル㈱ 

非連結子会社20社及び関連会社４社（㈱ヒューメイアレジストリ他３社）は当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度に関する事項 

 連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は以下のとおりであります。 

（決算日が９月30日の会社） 

ＧＭＯペイメントゲートウェイ㈱ 

ＧＭＯイプシロン㈱他７社 

（決算日が３月31日の会社） 

ＧＭＯクリックホールディングス㈱他６社 

（決算日が５月31日の会社） 

ＧＭＯVenturePartners投資事業有限責任組合他３社 

  ＧＭＯVenturePartners投資事業有限責任組合他３社については、11月30日現在で実施した仮決算に基づく計算

書類を使用し、その他の会社については、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。 

  連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については、必要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

売買目的有価証券           

時価法 

満期保有目的の債券          
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償却原価法（定額法） 

その他有価証券（営業投資有価証券を含む） 

     時価のあるもの 

           決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定) 

時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

   ②デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

時価法 

    

（２）重要な固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産(リース資産を除く) 

      定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

      建物及び構築物   ３～22年 

      工具、器具及び備品 ２～20年 

②無形固定資産(リース資産及びのれんを除く) 

定額法を採用しております。ただし、ソフトウェア(自社利用)については社内における利用可能期間（主とし

て５年)に基づく定額法を採用しております。 

③リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

 

（３）重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上し

ております。 

③役員賞与引当金 

  役員に対して支給する賞与の支出に備えて、当連結会計年度に見合う支給見込額に基づき計上しております。 

 ④金融商品取引責任準備金 

  一部の連結子会社では、証券事故等による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５の規定に基づき、

「金融商品取引業等に関する内閣府令」第175条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

 

（４）重要なヘッジ会計の方法 

ⅰ ヘッジ会計の方法 

 原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については

振当処理を行っております。 

ⅱ ヘッジの手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段・・・為替予約取引 

     ヘッジ対象・・・外貨建債務及び外貨建予定取引 

   ⅲ ヘッジ方針 

     為替変動に起因するリスクを回避することを目的で為替予約取引を行っております。なお、ヘッジ対象の

識別は個別契約毎に行っております。 

ⅳ ヘッジ有効性評価の方法 

 該当する各デリバティブ取引とヘッジ対象について、債権債務額、ヘッジ取引の条件等を都度評価・判断

することによって有効性の評価を行っております。 

 

（５）のれんの償却方法及び償却期間 

５年間の定額法により償却しております。 

 

（６）その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は長期

前払費用（投資その他の資産のその他）とし、５年間で償却を行っております。 
②外国為替証拠金取引の会計処理 

外国為替証拠金取引については、取引にかかる決済損益、評価損益及び未決済ポジションに係るスワップポイント 

の授受を売上高として計上しております。 
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     なお、評価損益は外国為替証拠金取引の未決済ポジションの建値と時価の差額を取引明細毎に算定し、これらを合       

算し損益を相殺して算出しており、これと同額を連結貸借対照表の「証券業における支払差金勘定」又は「証券業に

おける受取差金勘定」に計上しております。 

 また、顧客からの預り資産は、金融商品取引法第43条の３第１項の規定に基づき「金融商品取引業等に関する内閣

府令」第143条第１項第１号に定める方法により区分管理しており、これを連結貸借対照表の「証券業における預託金」

に計上しております。 

③連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

【表示方法の変更】 

１． 連結損益計算書関係    

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「補助金収入」は、営業外収益の総額の 100

分の 10 を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。また、前連結会計年度において、「営

業外費用」の「その他」に含めていた「支払手数料」は、営業外費用の総額の 100 分の 10 を超えたため、当連結会

計年度より独立掲記することとしております。 

 

 

【連結貸借対照表に関する注記】 

１．有形固定資産の減価償却累計額                 7,861百万円 

   

２．担保に供している資産及び担保に係る債務 

（1）担保資産 

担保に供している資産 

現金及び預金                  900百万円 

 

      担保に係る債務 

        支払手形及び買掛金                8百万円 

        短期借入金                  8,000百万円 

           計                   8,008百万円 

上記のほか、１年以内返済予定の長期借入金560百万円及び長期借入金420百万円に関して、ＧＭＯクリック

ホールディングス㈱が保有する㈱ＦＸプライムbyＧＭＯの株式が担保に供されております。 

（2）差し入れている有価証券の時価額 

            信用取引貸証券                  24,888百万円 

            信用取引借入金の本担保証券           48,592百万円 

            差入保証金代用有価証券              48,200百万円 

        （3）差し入れを受けている有価証券の時価額 

            信用取引貸付金の本担保証券            84,729百万円 

            信用取引借証券                  10,712百万円 

            受入保証金代用有価証券             324,489百万円 

 

 

３.保証債務 

   連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

      ＧＭＯフィナンシャルゲート㈱             59百万円 

 

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】 

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数 

普通株式                      117,806,777 株 
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２．配当に関する事項  

（１）配当金支払額 

 
決議 株式の種類 

配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

 
平成27年２月５日 
取締役会 

普通株式 589 5 平成26年12月31日 平成27年３月９日 

 
平成27年４月30日 
取締役会 

普通株式 706 6 平成27年３月31日 平成27年６月24日 

 
平成27年７月30日 
取締役会 

普通株式 589 5 平成27年６月30日 平成27年９月24日 

 
平成27年10月30日 
取締役会 

普通株式 824 7 平成27年９月30日 平成27年12月21日 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

平成28年２月８日開催の定時取締役会にて、普通株式の配当に関する事項を決議しております。 

① 配当金の総額 2,356百万円 

② １株当たり配当額 20円 

③ 基準日 平成27年12月31日 

④ 効力発生日 平成28年３月７日 

なお、配当原資については、利益剰余金であります。 

 

 

【金融商品に関する注記】  

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社グループのうちインターネットインフラ事業、インターネット広告・メディア事業、モバイルエンターテイメ

ント事業、インキュベーション事業を営む会社では、必要な資金を自己資金及び複数の取引金融機関との当座貸越契

約により賄っており、余資は安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引は、後述のリスクを回避

するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

また、インターネット証券事業を営むＧＭＯクリックホールディングス㈱及びその連結子会社（以下、「ＧＭＯク

リックホールディングスグループ」といいます。）では、一般投資家に対する有価証券取引や外国為替証拠金取引等

の金融商品取引サービスを提供しております。ＧＭＯクリックホールディングスグループでは、これらの業務から発

生する資金負担に備えるため、手元流動性の維持に加え、複数の取引金融機関とコミットメントラインを締結し、資

金需要に備えております。ＧＭＯクリックホールディングスグループが提供する外国為替証拠金取引は、顧客との間

で自己が取引の相手方となって取引を行う店頭デリバティブ取引であるため、取引の都度、当社には外国為替のポジ

ション（持ち高）が発生します。ＧＭＯクリックホールディングスグループでは発生した外国為替のポジションの為

替変動リスクを回避するため、カウンターパーティーとの間で適宜カバー取引を行っております。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
①インターネットインフラ事業、インターネット広告・メディア事業、モバイルエンターテイメント事業、インキュ 

ベーション事業 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。信用リスクに対しては、当社グ

ループの与信管理の方針に沿ってリスク低減を図っております。 

営業投資有価証券及び投資有価証券は、主に株式、債券及び組合出資金等であり、純投資目的又は取引先企業と

の業務又は資本提携等に関連するものであり、発行体の信用リスク、金利変動リスク及び市場価格変動リスクに晒

されております。これらは、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また、発行体との関係を勘案して保有

状況を継続的に見直しております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金は、主に運転資金及び

株式取得資金の調達を目的としたものであります。 

外貨建取引及び外貨建債権債務については為替変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約取引を利用して

為替変動リスクをヘッジしております。先物為替取引については、取締役会で基本的な方針を承認し、当該方針に

基づき実需の範囲内で取引を実行することとしております。 

  

②インターネット証券事業 

ＧＭＯクリックホールディングスグループが保有する金融商品は、有価証券関連業又は外国為替証拠金取引業に

付随するものに大別され、信用リスク、流動性リスク、市場リスクを有しております。 

イ．有価証券関連業について 

株式取引における信用取引及び株価指数先物・オプション取引において、顧客は取引額に対して一定の保証金

（金銭又は有価証券）をＧＭＯクリックホールディングスグループに差し入れることで、取引を行っております。

取引開始後、相場変動により顧客の評価損失が拡大あるいは代用有価証券の価値が下落し、顧客の担保額が必要

額を下回った場合、当社は顧客に対して追加の担保差し入れ（追証）を求めますが、顧客がその支払に応じない

場合、ＧＭＯクリックホールディングスグループは顧客の取引を強制的に決済することで取引を解消します。 
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強制決済による決済損失が担保額を上回る場合は、顧客に対して超過損失分の金銭債権が生じることで、当該

金銭債権について信用リスクが発生します。ＧＭＯクリックホールディングスグループは、顧客に対して当該金

銭債権の支払を求めますが、顧客がその支払に応じない場合、その不足額の全部又は一部が回収不能となる可能

性があります。 

 ロ．外国為替証拠金取引業について 

顧客との間で行われる外国為替証拠金取引については、取引の都度、ＧＭＯクリックホールディングスグルー

プには外国為替のポジション（持ち高）が発生するため、そのポジションに対し市場リスク（為替変動リスク）

を有することになります。 

また、為替相場の急激な変動等の要因により、顧客が差入れている証拠金を超える損失が発生する可能性があ

り、この場合、顧客に対し超過損失分の金銭債権が生じることで、当該金銭債権について信用リスクが発生しま

す。ＧＭＯクリックホールディングスグループは、顧客に対して当該金銭債権の支払を求めますが、顧客がその

支払に応じない場合、その不足額の全部又は一部が回収不能となる可能性があります。 

これらのリスクに関して、ＧＭＯクリックホールディングスグループは顧客との取引により生じる市場リスク

（為替変動リスク）については、他の顧客の反対売買取引と相殺する店内マリーやカウンターパーティーとの間

で反対売買を行うカバー取引を行うことでリスクの回避を図っております。ただし、システムトラブル等の原因

によりカバー取引が適切に行われなかった場合やポジション管理の不備が生じた場合には、ヘッジが行われてい

ないポジションについて為替変動リスクを有することとなります。 

また、顧客との間で発生しうる信用リスクについては、顧客の証拠金維持率（顧客が保有する未決済ポジショ

ンに対する時価の証拠金の比率）が一定の値を下回った場合、未決済ポジションを強制決済する自動ロスカット

制度を採用することにより、当該リスクの発生可能性を低減しております。 

一方、カウンターパーティーとの間で行われる外国為替証拠金取引については、カウンターパーティーの意向

によりカバー取引が実行できないという流動性リスクを有しております。また、カウンターパーティーに対する

差入証拠金等の金銭債権について、カウンターパーティーの破綻等による信用リスクを有しております。 

これらのリスクに関して、ＧＭＯクリックホールディングスグループでは流動性を確保するために複数のカウ

ンターパーティーを選定することにより、流動性リスクを分散しております。また、為替変動リスクの管理とし

て、保有しているポジション額をシステム的に自動制御しているほか、１営業日に複数回、外国為替部門におい

て、顧客との取引によって生じるポジション額、自己保有しているポジション額及びカウンターパーティーとの

取引により生じるポジション額が一致していることを確認しております。 

また、カウンターパーティーの信用リスクに対しては、一定の格付けを有する等の基準によりカウンターパー

ティーを選別し、定期的に格付け情報の変更等の信用状況の変化を確認する等により与信管理を行っております。 

ハ．その他業務全般 

関係諸法令の要求に基づき、顧客から預託を受けた金銭は信託銀行等へ信託を行う必要がありますが、当該信

託財産は委託先である信託銀行等が破綻に陥った場合でも、信託法によりその財産は保全されることとなってお

り、信託銀行等の信用リスクからは遮断されております。 

また、カウンターパーティーへの預託が必要となる保証金及び証拠金の差入れや、取引等に基づく顧客資産の

増減と信託の差替えタイミングのズレによる一時的な資金負担の増加に伴い流動性リスクが発生しますが、ＧＭ

Ｏクリックホールディングスグループでは手元流動性の維持に加え、複数の取引金融機関からコミットメントラ

インを取得し、急激な資金需要に備えております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 27 年 12 月 31 日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下

のとおりであります。なお、時価の把握をすることが極めて困難と認められるものは次表には含めておりません。 

（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

（１）現金及び預金 75,979 75,979 － 

（２）受取手形及び売掛金 12,528 12,528 － 

（３）営業投資有価証券 49 49 － 

（４）証券業における預託金 254,894 254,894 － 

（５）証券業における信用取引資産 98,229 98,229 － 

（６）証券業における短期差入保証金 45,547 45,547 － 

（７）投資有価証券 112 132 20 

（８）支払手形及び買掛金 5,304 5,304 － 

（９）短期借入金 33,849 33,849 － 

（10）１年内償還予定の社債 2,600 2,600 － 

（11）未払金 12,043 12,043 － 

（12）証券業における預り金 31,562 31,562 － 

（13）証券業における信用取引負債 71,590 71,590 － 

（14）証券業における受入保証金 273,518 273,518 － 

（15）未払法人税等 5,849 5,849 － 

（16）前受金 5,221 5,221 － 

（17）預り金 29,704 29,704 － 

（18）長期借入金 3,378 3,374 △3 

（19）デリバティブ取引 20,367 20,367 － 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資産 

（１）現金及び預金、（２）受取手形及び売掛金、（４）証券業における預託金、（５）証券業における信用取引資産、

（６）証券業における短期差入保証金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（３）営業投資有価証券、（７）投資有価証券 

 これらの時価は、株式については取引所の価格、債券については取引金融機関等から提示された価格によっております。 

 

負債 

（８）支払手形及び買掛金、（９）短期借入金、（10）１年内償還予定の社債、（11）未払金、（12）証券業における預

り金、（13）証券業における信用取引負債、（14）証券業における受入保証金、（15）未払法人税等、（16）前受金、（17）

預り金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

（18）長期借入金 

 固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に

より算出しております。変動金利によるものは短期間で市場金利を反映していることから、時価は帳簿価額に近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。なお、１年内返済予定の長期借入金も含んでおります。 

 

（19）デリバティブ取引 

デリバティブ取引については、連結会計年度末の直物為替相場又は金融機関から提示された価格により算出しておりま

す。なお、デリバティブ取引によって生じた正味の債権は純額で表示しております。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１株当たり純資産額          336円 50銭 

   １株当たり当期純利益        113円 91銭 
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【重要な後発事象に関する注記】 

１.重要な契約の締結 

当社の連結子会社であり、ドメインレジストリ事業を展開するGMOドメインレジストリ株式会社は、新ドメイン「.shop」(ド

ットショップ)の運営権利を取得することを平成28年１月25日開催の取締役会で決議し、平成28年１月28日付けでその運営権

利をICANNが主催するオークションにて落札いたしました。 

 

（１）権利取得の理由 

EC事業者、店舗運営事業者のWebサイトに最適な新ドメイン「.shop」はEC 市場のさらなる拡大にあわせ、世界的な普及

が想定されます。今後は、「.shop」をフックとして、日本のみならず世界に向け、 クラウド・ホスティング、EC 支援、

セキュリティ、決済を提供し、「日本発のグローバルインターネットグループ企業」へ成長してまいります。 

 

（２）運営権利の内容 

契約相手 ICANN（The Internet Corporation for Assigned Names and Numbers） 

取得金額 41.5百万USドル 

権利対象 新ドメイン「.shop」の運用 

 

（３）取得の日程 

取締役会決議    平成28年１月25日 

オークション実施日 平成28年１月28日 

契約締結      平成28年上半期内（予定） 

 

 

２. 自己株式の取得 

当社は、平成28年２月８日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取

得について、次のとおり決議いたしました。 

 

（１）自己株式の取得を行う理由 株主還元の充実を図るとともに、資本効率の向上を図るため。 

 

（２）取得する株式の種類    当社普通株式  

 

（３）取得する株式の総数    180万株（上限）（発行済み株式数（自己株式を除く）に対する割合 1.53％） 

 

（４）株式の取得価額の総額   22.4億円（上限) 

 

（５）取得期間         平成28年２月９日～平成28年12月30日  

 

（６）取得方法         市場買付 
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個別注記表 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

   ① 子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法を採用しております。 

   ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法を採用しております。 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

① 商品 

 移動平均法 

   ② 貯蔵品 

     個別法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産(リース資産を除く) 

     定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

      建物        ５～22年 

      工具、器具及び備品 ３～20年 

（２）無形固定資産(リース資産を除く) 

   定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能見込期間（５年）に基  

づく定額法を採用しております。 

（３）リース資産  

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に負担すべき金額を計上しております。 

（３）ポイント引当金 

   顧客に付与したポイントの将来の利用に備えるため、当事業年度末における利用実績率に基づき将来利用されると見込

まれる額を計上しております。 

（４）入会促進引当金 

   入会促進を目的として実施するキャンペーンに係るキャッシュバックの負担に備えるため、当事業年度末以降負担する

と見込まれる額を計上しております。 

（５）役員賞与引当金 

   役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）重要なヘッジ会計の方法 

       ① ヘッジ会計の方法 

     原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については、振当処理

を行っております。 

       ② ヘッジの手段とヘッジ対象 

     手段 為替予約取引 

     対象 外貨建債務及び外貨建予定取引     

     ③ ヘッジ方針 

     為替変動に起因するリスクを回避することを目的としております。 

       ④ ヘッジ有効性評価の方法 

     該当する各デリバティブ取引とヘッジ対象について、債権債務額、ヘッジ取引の条件等を都度評価・判断すること 
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     によって有効性の評価を行っております。 

 

 

（２）消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は税抜方式によっております。 

（３）連結納税制度の採用 

連結納税制度を適用しております。 

 

 

 

【貸借対照表に関する注記】 

 
１．有形固定資産の減価償却累計額       3,389百万円 
 

２．保証債務 

 

（１）関係会社の金融機関からの借入等に対する債務保証  

 GMOﾄﾞﾒｲﾝﾚｼﾞｽﾄﾘ㈱       （1,060千ドル） 127百万円 

  

（２）関係会社の仕入債務に対する債務保証  

 GMOｺﾏｰｽ㈱ 150百万円 

 

３．関係会社に対する金銭債権債務 

   関係会社に対する短期金銭債権        2,205百万円 

   関係会社に対する長期金銭債権          5,738百万円 

   関係会社に対する短期金銭債務         3,589百万円 

   関係会社に対する長期金銭債務          581百万円 

 

 

【損益計算書に関する注記】 

 関係会社との取引高 

営業取引による取引高  

売上高 3,765百万円 

売上原価 1,602百万円 

販売費及び一般管理費 1,378百万円 

営業取引以外の取引による取引高  

 関係会社からの営業外収益 3,557百万円 

 関係会社に対する営業外費用 22百万円 

 関係会社からの特別利益 37百万円 

 関係会社に対する特別損失 0百万円 

 匿名組合損益分配額（貸方） 28百万円 

 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

 

当事業年度の末日における自己株式の数 

   普通株式                 1,811株 
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【税効果会計に関する注記】 

 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

                   (単位：百万円) 

(繰延税金資産) 

 貸倒引当金 1,751 

 減価償却超過額 28 

 減損損失 39 

 投資有価証券評価損 60 

 関係会社株式評価損 1,010 

 出資金評価損 23

 繰越欠損金 214

 未払事業税 223

 賞与引当金 26

 前受金 121

 入会促進引当金 366

 ポイント引当金 117

 その他 395

繰延税金資産小計 4,379

評価性引当額 △3,180

繰延税金資産合計 1,198

 

(繰延税金負債) 

 その他有価証券評価差額金 △11

 その他 △26

繰延税金負債合計 △37

 

繰延税金資産の純額 1,161

 

 

【法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正】 

 平成27年３月22日開催の当社第24期株主総会にて資本金の額の増加について決議がされ、その結果、平成27年3月22日にお

いて資本金の額が1億円から50億円に増加しております。これに伴い平成27年度より法定実効税率が変更されることとなり、繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、平成27年1月1日に開始する事業年度に解消が見込まれる一

時差異は37.12%でありましたが、平成27年1月1日に開始する事業年度の使用税率は35.64%となり、「所得税法等の一部を改正

する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、当会計年度の繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成28年1月1日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、回収又は支払が

見込まれる期間が平成28年１月１日から平成28年12月31日までのものは33.10%、平成29年1月1日以降のものについては32.34%

にそれぞれ変更されております。 

 これら税率変更の結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は119百万円減少し、法人税等調整額が

119百万円増加しております。 
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【関連当事者との取引に関する注記】 

 

１．子会社及び関連会社等 

属性 
会社等 

の名称 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(%) 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

子会社 GMO ｱﾄﾞﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ㈱ 

（所有） 

直接 9.5 

間接 46.6 

役員の兼任 

資金援助 

資金の貸付(注 1) 

資金の回収(注 1) 

利息の受取(注 1) 

10,350 

10,150 

4 

短期貸付金 

その他 

950 

0 

子会社 JWord㈱ 
（所有） 

間接 72.4 

役員の兼任 

資金の預り 

JWord の購入(注 2) 546 未払金 38 

資金の預り(注 1) 

資金の返却(注 1) 

利息の支払(注 1) 

100 

150 

3 

預り金 800 

子会社 GMO ｹﾞｰﾑｾﾝﾀｰ㈱ 
（所有） 

間接 100.0 

役員の兼任 

資金援助 

資金の貸付(注 1) 

資金の回収(注 1) 

利息の受取(注 1) 

1,050 

440 

96 

関係会社長期

貸付金(注 3) 

その他 

4,464 

 

71 

子会社 GMO ｹﾞｰﾑﾎﾟｯﾄ㈱ 

（所有） 

直接 98.1 

間接 1.9 

役員の兼任 

資金援助 

資金の貸付(注 1) 

資金の回収(注 1) 

利息の受取(注 1) 

560 

530 

5 

関係会社長期

貸付金(注 3) 

その他 

332 

 

3 

子会社 GMO ﾄﾞﾒｲﾝﾚｼﾞｽﾄﾘ㈱ 
（所有） 

直接 100.0 

役員の兼任 

資金援助 

資金の貸付(注 1) 

資金の回収(注 1) 

利息の受取(注 1) 

835 

301 

7 

関係会社長期

貸付金 

その他 

793 

 

5 

子会社 GMO くまﾎﾟﾝ㈱ 
（所有） 

直接 100.0 

役員の兼任 

資金援助 

増資の引受(注 4) 

利息の受取(注 1) 

1,300 

33 
－ － 

子会社 GMO ｸﾘｯｸﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱ 
（所有） 

直接 82.8 
役員の兼任 配当金の受取 1,233 － － 

子会社 GMOTECH㈱ 
（所有） 

直接 52.2 

役員の兼任 

資金の預り 

資金の預り(注 1) 

資金の返却(注 1) 

利息の支払(注 1) 

500 

0 

0 

預り金 500 

子会社 GMO ﾍﾟﾊﾟﾎﾞ㈱ 

（所有） 

直接 63.0 

間接 2.0 

役員の兼任 

資金の預り 

資金の預り(注 1) 

資金の返却(注 1) 

利息の支払(注 1) 

900 

500 

0 

預り金 400 

子会社 GMO ｸﾗｳﾄﾞ㈱ 
（所有） 

直接 51.3 

役員の兼任 

資金の預り 

資金の預り(注 1) 

利息の支払(注 1) 

500 

0 
預り金 500 

子会社 GMO ﾍﾟｲﾒﾝﾄｹﾞｰﾄｳｪｲ㈱ 
（所有） 

直接 51.7 

役員の兼任 

資金の預り 

増資の引受(注 5) 4,132 － － 

資金の預り(注 1) 

資金の返却(注 1) 

利息の支払(注 1) 

38,400 

38,400 

4 

－ － 

子会社 GMO-Z.com Pte.Ltd. 

（所有） 

直接 65.7 

間接 34.3 

役員の兼任 

資金の預り 

増資の引受(注 6) 544 － － 

資金の預り(注 1) 

利息の支払(注 1) 

400 

0 
預り保証金 400 

子会社 
GMOVenturePartners投資

事業有限責任組合 

（所有） 

直接 39.7 

間接 31.7 

投資事業有限

責任組合への

出資 

配当金の受取 468 － － 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 資金の貸付及び預りにつきましては、市場金利を勘案し、利率を合理的に決定しております。 

   ２ JWordの購入価格につきましては、当社とJWord㈱間で締結しております代理店契約に基づき決定しております。 

 取引条件については、他の商材の取引条件を参考に合理的に決定しております。 

３ GMOｹﾞｰﾑｾﾝﾀｰ㈱の貸付金その他に対し、貸倒引当金を4,535百万円計上しており、当事業年度において貸倒引当金繰入

額を2,525百万円計上しております。また、GMOｹﾞｰﾑﾎﾟｯﾄ㈱の貸付金その他に対し、貸倒引当金を335百万円計上して

おり、当事業年度において同額の貸倒引当金繰入額を計上しております。 

   ４  GMOくまﾎﾟﾝ㈱に対する貸付金について、デット・エクイティ・スワップを実行いたしました。 

５ 当社がGMOﾍﾟｲﾒﾝﾄｹﾞｰﾄｳｪｲ㈱の行った第三者割当増資を１株につき3,092円で引き受けたものであります。第三者割当

増資による増資引受価格は、第三者による株式価値の算定結果を参考に、当事者間で協議の上決定しております。 

６ 当社がGMO-Z.com Pte.Ltd.に対し、ソフトウェアおよび工具器具備品による現物出資を273百万円、現金による出資

を270百万円行ったものであります。 
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２．役員及び個人主要株主等 

 

属性 
会社等 

の名称又は氏名 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(%) 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

役員及びその近

親者 
岩倉 正和 

（被所有） 

直接 0.0 

当社社外取締役 

西村あさひ法律

事務所パートナ

ー 

業務の委託(注 1) 21 未払金 2 

役員及びその近

親者が議決権の

過半数を所有し

ている会社等 

(当該会社等の

子会社を含む) 

㈱ワイン屋さん 

(注 2) 

（被所有） 

直接 0.0 
業務支援 

業務の委託および 

酒類購入(注 3) 
91 未払金 7 

資金の貸付(注 4) 

利息の受取(注 4) 

250 

0 

短期貸付金

(注 4) 
250 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

岩倉正和との取引は、当社と西村あさひ法律事務所との取引であります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 弁護士報酬規程を参考に取引価格を決定しております。 

２ 当社代表取締役会長兼社長グループ代表熊谷正寿が議決権の70％を保有している会社㈱熊谷正寿事務所が議決権の 

67％を保有しておりましたが、当事業年度末に当社が㈱ワイン屋さんの株式を取得し、当社の連結子会社となりまし 

た。なお、上記の取引金額は、役員及びその近親者が議決権の過半数を所有している会社等に該当する期間の取引、 

また、議決権等の所有（被所有）割合及び期末残高は、当該会社等に該当する期間末の議決権及び残高を記載してお 

ります。 

３ 取引条件については、一般的な市場価格を勘案し、取引価格を決定しております。 

４ 資金の貸付につきましては、市場金利を勘案し、利率を合理的に決定しております。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

 

１株当たり純資産額          174円 10銭 

   １株当たり当期純利益          74円 31銭 

  

 

【重要な後発事象に関する注記】 
１. 自己株式の取得 

当社は、平成28年２月８日開催の取締役会において、会社法第459条第１項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取

得について、次のとおり決議いたしました。 

 

（１）自己株式の取得を行う理由 株主還元の充実を図るとともに、資本効率の向上を図るため。 

 

（２）取得する株式の種類    当社普通株式  

 

（３）取得する株式の総数    180万株（上限）（発行済み株式数（自己株式を除く）に対する割合 1.53％） 

 

（４）株式の取得価額の総額   22.4億円（上限) 

 

（５）取得期間         平成28年２月９日～平成28年12月30日  

 

（６）取得方法         市場買付 

 

 


